Community Governance Organization in Unnan City by 関谷, 龍子











































割とし，定数 20 名で市民から公募された（4）。2005 年の発足当初，センターごとに 16 から 20
名の委員を配していた。そして総合センター管轄内の各地区の地域活動を担う組織を，「地域





ものである。単位は概ね小学校区域で，理念的には 1世帯 1票制ではなく 1人 1票制とされる。
2007 年までに市全域で 44 の地域自主組織が生まれたが，その後，旧掛合町の 3つの地域自主
組織，旧加茂町の 14 の地域自主組織が統合され，逆に旧吉田村で新たに 1つが分離独立し，
2017 年 10 月現在で 30 の「地域自主組織」が存在する。（表 1）
表 1　雲南市地域自主組織一覧　　　2016．10．31現在




1 大東地区自治振興協議会 大東交流センター 3,701 1,263 32.72 14.68 
2 春殖地区振興協議会 春殖交流センター 2,230 701 33.77 12.01 
3 幡屋地区振興会 幡屋交流センター 1,547 467 35.36 13.61 
4 佐世地区振興協議会 佐世交流センター 1,669 499 37.15 14.72 
5 阿用地区振興協議会 阿用交流センター 1,194 391 35.01 11.68 














6 久野地区振興会 久野交流センター 577 209 43.50 28.41 
7 海潮地区振興会 海潮交流センター 1,678 537 40.82 38.36 
8 塩田地区振興会 塩田交流センター 148 63 52.70 18.76 
加茂町 9 加茂まちづくり協議会 加茂交流センター 6,028 1,924 33.18 30.91 
木次町
10 八日市地域づくりの会 八日市交流センター 906 400 40.95 1.09 
11 三新塔あきば協議会 三新塔交流センター 1,039 381 41.10 1.20 
12 新市いきいき会 新市交流センター 551 185 37.75 0.85 
13 下熊谷ふれあい会 下熊谷交流センター 1,072 410 25.65 2.57 
14 斐伊地域づくり協議会 斐伊交流センター 2,159 710 25.85 5.48 
15 地域自主組織　日登の郷 日登交流センター 1,548 482 38.05 20.77 
16 西日登振興会 西日登交流センター 1,097 339 40.11 13.15 
17 温泉地区地域自主組織　ダム湖の郷 温泉交流センター 475 172 49.26 18.96 
三刀屋町
18 三刀屋地区まちづくり協議会 三刀屋交流センター 2,560 967 29.73 4.95 
19 一宮自主連合会 一宮交流センター 1,961 632 34.06 16.91 
20 雲見の里いいし 飯石交流センター 774 261 40.96 13.48 
21 躍動と安らぎの里づくり鍋山 鍋山交流センター 1,404 450 38.89 23.84 
22 中野の里づくり委員会 中野交流センター 534 207 43.07 23.50 
吉田村
23 吉田地区振興協議会 吉田交流センター 1,017 390 45.23 58.05 
24 民谷地区振興協議会 民谷交流センター 169 54 44.97 15.00 
25 田井地区振興協議会 田井交流センター 605 206 39.83 40.93 
掛合町
26 掛合自治振興会 掛合交流センター 1,471 541 35.01 20.61 
27 多根の郷 多根交流センター 470 160 44.26 12.70 
28 松笠振興協議会 松笠交流センター 347 107 40.35 18.82 
29 波多コミュニティ協議会 波多交流センター 323 147 50.46 29.28 
30 入間コミュニティー協議会 入間交流センター 265 114 49.43 28.09 



















































3点目は「地域委員会」の発展的解消である。地域委員会は，2009 年度からは定数が 10 ～

























年 3 月末現在人口 316 人，145 世帯，高齢化率 52.22％で，1955 年に旧掛合町と合併するまで










ある自治会のうち 3自治会を単位に 1名ずつ計 5名の幹事を選出，それに女性会代表 2名を加
えたメンバーで構成されている。役員会・幹事会とも，年 6回程度開催される。また総会の構











2008 年 3 月に波多小学校が閉校となったため，閉校後の地区の方向性を把握する目的で，
島根県の「中山間地域コミュニティ再生重点プロジェクト事業」の指定を受け，2008 ～ 10 年
の 3年間，「波多いろどりプロジェクト」として地域マネージャーを配置し，地区の 5つの課
題を抽出し，地域づくりビジョンとして，「防災」「買い物」「交通」「産業」「交流」の 5つの



































を行っている。当初はボランティア運転手を登録し，前日までの予約に応じて 1回 200 円の利
用料をもらって運行していた。
現在は運転を交流センター職員が行い，交流センターの勤務時間内に限定して運用されてい
る。2016 年 6 月からは無料化を行った。利用目的は，マーケットへの買い物が半数近くを占め，
交流センター，診療所がそれに続いている。2013年度の延べ利用者数は511人であったが，マー





園だったものが 2009 年に閉園となり，それを借り受けて，2010 年 7 月からキャンプ施設を運
営している。両施設ではパート職員を地元から雇用することで，雇用創出をはかっている。
「さえずりの森」では，雲南市内の小学 3年生から 6年生を対象に，夏期旧波多小学校に合
写真 2-1　はたマーケット入口 写真 2-2　はたマーケット内部

















このうち「ふるさと通信」は 1口 2000 円で会員を募り，毎月「波多だより」を発行して送付


























いう案が出され，2013 年に試行をした。その結果この地区では 2012 年の 59 人から 69 人に受
診者が増加，初めて受診した人もあった。翌年からは市全域で手挙げ方式により呼びかけるこ





























市，兵庫県朝来市の 4市である。この 4市がグループとなる契機となったのが，2012 年に「小
規模多機能自治を考える雲南の集い」に参加したことである。参加をきっかけに雲南市側が各
自治体の視察を行い，取り組みを共有できるとして，2013 年度に 5次にわたり 4市担当者や
有識者等が共同研究・協議を重ね，2014 年 2 月報告書として提唱に至ったものである（11）。
この提唱の一環として，2014 年 11 月から 2015 年 2 月にかけて，全国 11 カ所でブロック会










けでなく，関心のある自治体の参加も呼びかけている。会員である自治体は，2017 年 8 月現
在 270 となっており，小規模多機能自治に取り組んでいるだけでなく，関心がある，これから
取り組みたい，といった段階の自治体も参加している。
2016 年 1 月には，121 の賛同自治体との連名により，「法人制度創設に係る提言書」を内閣
府特命担当（地方創生）大臣，総務大臣に提出した。その内容は，小規模多機能自治組織を制
度的に位置づけるための法制度創設である。これを受け，2016 年 3 月に内閣府では「地域の
課題解決のための地域運営組織に関する有識者会議」を発足させ，同年 12 月に内閣府特命担
当大臣（地方創生）に報告が提出された。また同年 12 月には総務省で「地域自治組織のあり
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